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第７回検討会議のアジェンダ

（１）令和７年度地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について

•（参考）「地域脱炭素・京都コンソーシアム」の概要等（P4～）

•金融機関行員向けスキルアップ講座及び中小企業向け脱炭素セミナー（P7～） ※詳細は資料３（㈱フォーバル）

•中小企業における排出量削減に向けた優良事例の発信（P8～）

•京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者への伴走支援（P10～）

•令和７年度地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について（構成団体への意見照会）（P12～）

（２）今後の中小企業の脱炭素経営支援に向けた取組について

•京都府地球温暖化対策推進計画の改定について（P15～）

•今後の中小企業の脱炭素経営支援に向けた取組について（構成団体への意見照会）（P18～）

（３）その他

•府有林J-クレジット販売の御案内（P29～） ※詳細は資料４
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（参考）「地域脱炭素・京都コンソーシアム」の概要 4

• カーボンニュートラルの実現に向けては、京都府内の企業の大半を占める中小企業の脱炭素化の促進が重要であり、そのためには
地域金融機関等による支援が不可欠。

• 地域金融機関には、融資先企業等との対話を通じて、気候変動に関連する各企業のリスクやチャンスを把握・分析し、各企業が置
かれている状況を経営者等に適切に伝えた上で、各企業の脱炭素化を推進することを期待。

• こういった状況を踏まえ京都府では、令和４（2022）年12月1日に地域金融機関・産業界・行政を構成団体とする「地域脱炭
素・京都コンソーシアム」を設立し、地域金融機関の営業力・融資ネットワーク等を活用した中小企業の脱炭素化支援に関する課
題整理及び対応、さらには行政施策について議論。

• 合わせて、地域金融機関と中小企業が活用しやすいサステナビリティ・リンク・ローン（SLL）の仕組みである「京都ゼロカーボン・フ
レームワーク」を令和5（2023）年1月に構築。

公益社団法人
京都工業会

京都商工会議所

大企業 中小企業

地域金融機関

一般社団法人
京都知恵産業創造の森

京都府
（事務局）

要請・支援

対話・助言・低金利融資

支援・情報提供

補助金

補助金

省エネ診断

コンソーシアムによる中小企業支援のイメージ図

（ が構成団体）

当面の主な検討テーマ
①各金融機関による支援体制の整備（人材育成・資格取得など）
②ESG投融資の手法の整備（京都ゼロカーボン・フレームワークなど）

京都市

京都府地球温暖化防
止活動推進センター

補助金

滋賀銀行南都銀行



（参考）地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける脱炭素経営支援メニュー
• 京都府では、主に中堅・中小企業をターゲットとしてコンソーシアム構成団体が展開する支援メニューを意識啓発～情報開示の各ス
テップに応じて一気通貫でとりまとめることで、府内中小企業の脱炭素を支援。
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京都府・市

工業会・商工会議所

SBT認定・SLL組成企業に対する省エネ補助金の補助率嵩上げ

京都府における中小企業脱炭素化経営支援モデル ※今後予定のものも含む
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：本日御協議する支援制度

※各支援メニューの詳細は、地域脱炭素・京都コンソーシアムHPにおいて発信 URL: https://www.pref.kyoto.jp/consortium/index.html



• 京都府は、金融機関と連携し、 「京都ゼロカーボン・フレームワーク」を活用したサステナビリティ・リンク・ローンの組成等を通じ、2050 
年カーボンニュートラル達成に資する府内企業の脱炭素化の取組を推進（R5.1.30運用開始）
※全国初の金利優遇スキームであり、環境省「令和4年度グリーンファイナンスモデル事例創出事業」に採択
※第11回プラチナ大賞において、「大賞・経済産業大臣賞」を受賞

6

⚫ 地域金融機関と連携して、脱炭素に取り組む府内中小企業等への融資金利を優遇する仕組みを創設し、中小
企業の脱炭素化を促進

目 的

⚫ 中小企業へのアプローチとして金融機関の融資ネットワークに着目。削減目標の達成により金利優遇を受けられ
る融資契約において必要な第三者評価に、京都府条例に基づく特定事業者制度を準用し、審査コストを省略

⚫ KPI：府内事業者の事業活動から排出されるCO2排出量の削減
⚫ SPT：業務部門▲6％、産業部門▲4％、運輸部門▲2％ ※特定事業者制度の目標削減率と同等水準

概 要

＜フレームワークの実績等＞
１. フレームワークの利用開始日・実績 

令和５(2023)年１月30日～ ※2030年度末まで
融資件数：160件（R8.2末時点）

２．利用可能な事業者 
府内に事業所（工場、事業場、店舗等）を
有する事業者 

３．取り扱い金融機関 
株式会社京都銀行、京都信用金庫、
京都中央信用金庫、京都北都信用金庫、
株式会社南都銀行 、株式会社滋賀銀行
株式会社商工組合中央金庫

府内企業

金融機関 京都府

✓ SLL実行
✓ 進捗確認

（対話）
✓ レポーティング

✓ 計画書・報告
書の評価

✓ 指導・助言等

✓ 計画書・報
告書提出

✓ SLL実行支援
✓ コンソーシアムでの連携

（参考）京都ゼロカーボン・フレームワークの概要 6



地域脱炭素・京都コンソーシアム中小企業向け等セミナー
• 中小企業の脱炭素経営支援における意識啓発（「知る」）の効果的な実施に向け、中小企業等向けセミナーを開催した。
⇒詳細は資料３

• アーカイブ動画等はHPに掲載（https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/enterprise/esg/sienmenu.html）
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金融機関向けスキルアップ講座 中小企業向け脱炭素セミナー

https://www.pref.kyoto.jp/tikyu/enterprise/esg/sienmenu.html


中小企業における排出量削減に向けた優良事例の発信
• 地域脱炭素・京都コンソーシアム特設ホームページを作成し、中小企業における脱炭素経営に向けた機運を醸成するため、京都ゼ
ロカーボン・フレームワークを活用された事業者の優良事例を発信。
URL: https://www.pref.kyoto.jp/consortium/case/index.html
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地域脱炭素・京都コンソーシアムHPより

https://www.pref.kyoto.jp/consortium/case/index.html
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地域脱炭素・京都コンソーシアムHPより
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京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者への伴走支援
• 京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者へ脱炭素化に向け取り組むべき方策等に関する助言やコンソーシアム支
援メニューの効果的な活用方法のコーディネート・伴走支援等を実施。

• 伴走支援事例については金融機関にも共有し、金融機関における排出量削減支援に活用。
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排出量削減状況報告

SLL実行
脱炭素経営支援

• セミナー開催
• 脱炭素経営支援ガイドブック
• 排出量算定支援ツール
• 省エネ診断の実施
• 優良事例の横展開
• 省エネ・再エネ補助金等情報

知見の共有
コンソーシアムでの連携

• 削減計画未達成の事業者へ脱炭素化に向け取り組むべき
方策等に関する助言

• コンソーシアム支援メニューの効果的な活用方法の
コーディネート・伴走支援等

コンソHPによる情報発信

中小企業の排出量削減に向けた伴走支援に係る情報の蓄積・金融機関等へ知見の共有

排出量削減伴走支援

地域金融機関

京都府

中小企業

委託

地域脱炭素・京都コンソーシアム
京都府地球温暖化防止活動

推進センター

滋賀銀行南都銀行



京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者への伴走支援
• 京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者へ脱炭素化に向け取り組むべき方策等に関する助言やコンソーシアム支
援メニューの効果的な活用方法のコーディネート・伴走支援等を実施。

• 伴走支援事例については金融機関にも共有し、金融機関における排出量削減支援に活用。

11



令和７年度地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について
• 構成団体の皆様から以下の論点について、御意見をいただきたく存じます。
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• 本年度の取組に係る各構成団体の取組状況・課題
（支店行員や融資先企業、関係企業等への展開状況や参加状況、その反応等）

• 本年度の取組に対する御意見

• 来年度以降への取組に向けた御意見
（各金融機関においても同様のセミナー・コンサルティング・独自のSLL組成等を実施いただいている事例もあ
るなかで、地域脱炭素・京都コンソーシアムとして引き続き人材育成やESG投融資の手法の整備を実施する
手法、その他新たに検討すべきテーマ等）



（参考）地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける検討テーマ 13

R4.12.7地域脱炭素・京都コンソーシアム第１回検討会議資料

• コンソーシアムではこれまで①各金融機関による支援体制の整備・②ESG投融資の手法の整備を当面のテーマとして検討。
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京都府地球温暖化対策推進計画の改定について
• 現計画（2021～2030年度）は、計画策定後５年程度が経過した時点を目途に、計画内容を見直すこととしており、2025年
度に時期が到来することから、京都府地球温暖化対策推進計画を改定（R8.3）し、新たな削減目標等を設定。
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令和７年度京都府環境審議会
第７回脱炭素社会推進部会資料より



京都府地球温暖化対策推進計画の改定について
• 京都府における温室効果ガス排出量の部門別割合は、産業・業務や運輸、家庭部門でほぼ均等であり、削減目標の達成に向け
ては、各部門における更なる省エネの促進、再エネの導入・利用による一層の排出量削減の取組が重要。
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令和７年度京都府環境審議会
第５回脱炭素社会推進部会資料より



京都府地球温暖化対策推進計画の改定内容について
• 脱炭素経営の促進にあたって、地域金融機関等との連携による融資先企業の脱炭素化を引き続き、実施。
• あわせて、サプライチェーンで連携したCFP算定支援や多様な主体が参画する協働の場の創設を検討。
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目標達成のために実施すべき取組（事業活動（産業・業務）部門）ー京都府地球温暖化対策推進計画（R8.3改定）ー

事業活動から排出される温室効果ガス排出量の更なる削減に向けて、企業における一層の省エネ対策と再エネの最大限の導入・利用拡大に向けた取組を推進します。
また、製品の原材料調達から、製造、在庫管理、配送、販売、消費までのサプライチェーン全体での温室効果ガス排出量削減に向けて、大企業や中小企業等のそれぞ
れの立場から求められる取組を推進します。
さらに、国内外における ESG 投資の潮流の中で、気候変動に対応した経営戦略の開示（TCFD）や脱炭素に向けた目標設定（SBT、RE100）等、環境に対する
取組が自らの企業価値の向上につながる脱炭素経営の取組を支援します。また脱炭素経営の促進に当たっては、金融機関や中間支援組織等多様な主体と連携した
取組を実施します。

＜具体的な施策（抜粋）＞
◇事業活動における脱炭素化の推進
＜サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量の削減＞
■サプライチェーン全体からの温室効果ガス排出量削減に向けた先進的・模範的な取組を行う企業を評価するとともに、SCOPE３までのサプライチェーン排出量を削減
するために、サプライヤーである中小企業等の脱炭素化を支援します。
■サプライチェーンで連携して製品・サービスのカーボンフットプリントの算定を行おうとする企業の取組や人材育成を支援します。

◇脱炭素経営の促進
■補助金の加点要件への追加等を通じて、SBT・RE100 等脱炭素化に向けて率先的に取り組む企業を評価します。
■地域金融機関等と連携した地域脱炭素・京都コンソーシアムにおいて、中小企業等をはじめとする融資先企業の脱炭素化を支援する金融機関行員の人材育成を
実施します。
■京都府独自のサステナブルファイナンスのフレームワークである「京都ゼロカーボン・フレームワーク」活用の更なる拡大を図るとともに、中間支援組織等との連携によ
る中小企業等の実情に応じた排出量削減に向けた伴走支援を通じて、脱炭素化を促進します。
■企業・金融機関・大学等の多様な主体が参画して、脱炭素経営に取り組む企業を後押しする協働の場を創設します。



今後の中小企業の脱炭素経営支援に向けた取組について
• これまでコンソーシアムでは、中小企業の脱炭素化に向け、以下の２点を主な検討テーマとして議論、取組を実施してきたところ。
（セミナー開催等による知識獲得、各金融機関独自商品を含めSLL実績拡大）
①各金融機関による支援体制の整備（人材育成・資格取得など）
②ESG投融資の手法の整備（京都ゼロカーボン・フレームワークなど）

• 一方、中小企業においては、情報不足やコスト負担、人材不足から脱炭素経営に関する取組が進みにくく企業により取組状況に
バラツキがあることが課題となっている。

• 上記を踏まえて、2050CN実現に向けて、サプライチェーン・金融機関との一層の連携強化による中小企業の脱炭素経営促進が
必要。

• そのためには、
➢ セミナー開催等「知る」の取組や排出量算定ツールの活用等「測る」を実施している企業の取組拡大（スケールアップ）とともに、
➢ サプライチェーン等で連携した取組や脱炭素ビジネスの創出等、取組に着手した企業への効果的な脱炭素経営支援（深化）
を図るため、多様な主体が参画し、府内企業の脱炭素経営に向けた取組を後押しする場が重要でないか。
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今後の中小企業の脱炭素経営支援に向けて、以下の論点について、御意見をいただきたく存じます。
（次のページへ）
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＜to 地域金融機関＞ ※その他の構成団体におかれましては、会員企業・関係企業の状況等について
① この間の融資先企業の脱炭素化に向けた取組の変化や課題

② この間の融資先企業への脱炭素化の支援に向けた取組・社内体制（人材育成・支援サービス含む）の変化や課題
※本部のみならず、支店における変化（支店ごとの差異があればその理由）や課題（各支店間の横展開可能性）なども

③ （上記を踏まえて、）地域脱炭素・京都コンソーシアムの取組に対して今後期待すること など

＜to 地域金融機関＞
① 融資先企業の脱炭素経営支援の強化に向けて新たな連携（大企業・脱炭素ソリューション提供企業・専門機関等）
② 地域脱炭素・京都コンソーシアムの枠組みに加えて新たな連携体制（機能・主体・目標設定等）・取組内容（CFP等）

⇒次ページ以降で今後の方向性を提示。そちらも含めて御意見等いただけますと幸いです。

１．各金融機関による支援体制の整備（人材育成等）・ESG投融資手法の整備

２．今後の中小企業の脱炭素経営支援

＜to 産業界・中間支援組織＞
➔中小企業の現状を踏まえた御意見、金融機関や大企業等と連携して取組を促進する方策・期待することなどについて
＜to 京都市＞
➔基礎自治体としての取組との効果的な連携可能性、中小企業の脱炭素経営支援に対する期待や支援などについて

今後の中小企業の脱炭素経営支援に向けた取組について 19

• 今後の中小企業の脱炭素経営支援に向けて、以下の論点について、御意見をいただきたく存じます。



多様な主体と連携した府内企業の脱炭素経営支援（全体イメージ）
• 府内の企業や脱炭素経営支援に向けては、サプライチェーンや関係機関等との協働が重要
• そのため、府内企業・脱炭素関連スタートアップ企業・金融機関・大学等の多様な主体が参画し、脱炭素経営の促進や脱炭素ビ
ジネスの創出など、脱炭素経営に取り組む企業を後押しする協働の場の創設等を通じて、府内企業の脱炭素経営の推進と地域と
しての魅力・競争力向上を図る。

20

①府内企業の脱炭素経営を支援 ②企業間での連携取組を促進

脱炭素を成長の機会と捉えた脱炭素経営、脱炭素ビジ
ネスの展開を支援
• 地域金融機関のネットワークを活用して融資先企業の
脱炭素化を促す「地域脱炭素・京都コンソーシアム」に
おけるSLLの取組拡大・企業の実情に応じた伴走支援

• 府内企業のCFP算定支援（セミナー・ワークショップ）
• 会員間での先進事例共有

②企業間
取組連携

③脱炭素
技術の
社会実装

④脱炭素
人材育成

①企業の
脱炭素
経営支援

④脱炭素人材の育成を支援

参画会員企業等のイメージ
• 府内企業
• 脱炭素関連スタートアップ企業
• 脱炭素ソリューション提供企業
• 大学・研究機関
• 府内自治体
• 地域脱炭素・京都コンソーシアム

（地域金融機関・行政・産業界）

• 中小企業の脱炭素経営の取組が不十分 ←①脱炭素経営を支援

• 脱炭素技術が競争力向上へつながっていない ←③社会実装を支援

現状認識・課題

将来の脱炭素で持続可能な社会構築の担い手である
次世代人材育成のため、学生・府内企業従業員等への
学びを推進
• 大学・研究機関等による教育との連携
• 企業内大学等による人材育成との連携
• ゼロカーボンまちづくりの機運醸成に向けた人材育成と
の連携

企業の競争力・地域の魅力向上につながる脱炭素技
術の社会実装を支援
• 大学・研究機関・大学等コアリション・脱炭素関連ス
タートアップ企業等における脱炭素技術・研究知見・
適応ビジネスと導入を検討する府内企業・公共施設
等との連携を支援

協働して取り組むと効果的な取組について、需要・供
給先等のマッチングを支援
• サプライチェーンでの再エネの共同購入
• サプライチェーンでのCFP算定モデル事例の創出
• 省エネ設備・再エネ導入等脱炭素ソリューション提供
企業と府内企業・自治体等とのマッチング支援

• 府有林を活用したJ-クレジット等の活用促進
• ビジネス機会創発のための対話・交流の場の設定

③脱炭素技術の社会実装を支援

• サプライチェーン等企業間の効果的な連携が不十分←②連携取組を促進

• 脱炭素人材の育成が急務  ←④大学等と連携した人材育成

これまでの地域脱炭素・京都コンソーシアムの取組（一部）

←融資先企業等を案内



脱炭素経営に取り組む企業を後押しする協働の場（今後の方向性）
• 協働の場では、検討テーマごとに取組検討を行い、プラットフォーム内で情報共有することで府内企業の脱炭素経営を推進。
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協働の場プラットフォーム（案）

協働の場の活動イメージ

• 府内企業・脱炭素関連スタートアップ企業・金融機関・大学等の多様な主体が参画し、各コンソーシアム（※）で取組を検討
※融資先企業の脱炭素経営支援（地域脱炭素・京都コンソーシアム）、CFP算定モデル事例創出、再エネ共同調達、
 脱炭素技術の社会実装支援 等
※地域脱炭素・京都コンソーシアムは、融資先企業の脱炭素経営支援の検討を行うコンソーシアムのひとつとして更なる取組検討

• メルマガ・HP等で取組状況の情報発信

• 年１回、情報共有のためのシンポジウム開催

地域脱炭素・京都
コンソーシアム
（融資先企業の
脱炭素経営支援）

CFP算定推進
コンソーシアム

再エネ導入等促進
コンソーシアム

脱炭素技術実装支援
コンソーシアム …

コーディネーターや金融機関等を通じて、各コンソーシアムにおいて得られた成果や支援メニュー等を府内企業にも共有・メニュー提供

（仮称）



脱炭素経営に取り組む企業を後押しする協働の場（今後の方向性）
• あわせて、協働の場ではコーディネーターによる企業ニーズに最適化された支援メニューを提供。
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公益社団法人
京都工業会

京都商工会議所

中
小
企
業

地域金融機関

一般社団法人
京都知恵産業創造の森

京都府
（事務局）

支援・情報提供

京都市

京都府地球温暖化防
止活動推進センター

滋賀銀行南都銀行

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

（
支
援
団
体
）

会員企業紹介
（脱炭素ソリューション提供企業・

スタートアップ企業）

地域脱炭素・京都コンソーシアム

支援メニュー等案内

プラットフォーム支援メニュー

協働の場プラットフォーム（案）

• コーディネーターによる企業ニーズに最適化された支援メニューを提供
• 脱炭素技術・研究知見等を有する企業と導入を検討する府内企業との連携をマッチング

一般の支援メニュー
（セミナー・補助金等）

企業のニーズ

支援機関・専門機関
大学・研究機関 等

…



（参考）OSAKA,JAPAN・Zero Carbon・Smart City・Foundation
• 大阪府では気候変動問題解決に向け、府内市町村をはじめ環境省、経済産業省を巻き込んだ官民共創の取組みとして、官民で
のSDGsビジネスプラットフォームとして設立。 （参考）https://ozcaf.jp/
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OSAKA,JAPAN・Zero Carbon・Smart City・Foundation提供

https://ozcaf.jp/


（参考）OSAKA,JAPAN・Zero Carbon・Smart City・Foundation
• 大阪府では気候変動問題解決に向け、府内市町村をはじめ環境省、経済産業省を巻き込んだ官民共創の取組みとして、官民で
のSDGsビジネスプラットフォームとして設立。 （参考）https://ozcaf.jp/
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OSAKA,JAPAN・Zero Carbon・Smart City・Foundation提供

https://ozcaf.jp/


（参考）古賀市脱炭素経営支援プラットフォーム
• 福岡県古賀市では、プラットフォームにおける補助金情報や専門家のサポート、ネットワーク形成等を通じた脱炭素経営支援を実施。
（参考）https://koga-zc-challengers.jp/
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古賀市脱炭素経営支援プラットフォームHPより

• 省エネ設備・再エネ導入等
脱炭素ソリューション提供企業

• 脱炭素技術等を有する企業
等

• コーディネーターによる
プラットフォーム内支援メニュー
等を通じた伴走支援

https://koga-zc-challengers.jp/
https://koga-zc-challengers.jp/
https://koga-zc-challengers.jp/
https://koga-zc-challengers.jp/
https://koga-zc-challengers.jp/


26（参考）前回の地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける主な御意見 26

主な御意見

各金融機関による支援体制の整備（人材育成等）・ESG投融資手法の整備
• 融資先企業や行員にも理解に差があると感じている。

• 自金庫内のセミナーとの融合があれば周知が進むのではないか。

• 計画策定した事業者の削減をどのように支援していくかが重要。

協働の場の創設について
• 排出量削減に向けた伴走支援を実施することが重要。知識や人材不足で取組をどのように進めればいいかわからない事
例は多いので、補助金の活用方法などを専門的な人から効果的にサポートする体制ができれば。

• 今後は取引先からの要請に応えるにはCFPの見える化支援が重要。地域でどのように進めていくかを検討されたい。

• 協働の場や伴走支援といった施策は中小企業にとって必要。

• CFP算定は中小企業にとって重要だが、金融機関に算定のノウハウはないので、補助金情報の整理やＣＦＰ算定等
支援するにあたっての情報の共有の場があればよい。

• 地域脱炭素・京都コンソーシアムにおいては中小企業に対しては伴走支援に特化して、中小企業の脱炭素化を底上
げしていくべきではないか。



令和８年度の地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組（案）
• 地域脱炭素・京都コンソーシアムにおいては、来年度も引き続き、以下の取組を実施予定。

※その他、省エネ診断の実施・各種補助金等は継続して実施
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①金融機関行員向け、中小企業向けセミナーの開催【継続】

• 金融機関行員向け、中小企業向けセミナーの開催

②京都ゼロカーボン・フレームワークの優良事例発信・申請書類審査【継続】

• 利用者の機運醸成のため、優良事例を調査・取材し、府HP等において発信
• 利用拡大に対応するため、京都ゼロカーボン・フレームワークに係る事業者からの申請書（計画書・報告書）の策定支援・審査

③京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者への伴走支援【継続】

• 京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者へ脱炭素化に向け取り組むべき方策等に関する助言やコンソーシアム支援メ
ニューの効果的な活用方法のコーディネート・伴走支援等を実施。

④地域脱炭素・京都コンソーシアムの開催【継続】

• 中小企業の脱炭素経営支援に向け、協議（随時）

※本意見照会の結果も踏まえて、詳細は追って検討



第７回検討会議のアジェンダ

（１）令和７年度地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について

•（参考）「地域脱炭素・京都コンソーシアム」の概要等（P4～）

•金融機関行員向けスキルアップ講座及び中小企業向け脱炭素セミナー（P7～） ※詳細は資料３（㈱フォーバル）

•中小企業における排出量削減に向けた優良事例の発信（P8～）

•京都ゼロカーボン・フレームワーク削減計画未達成事業者への伴走支援（P10～）

•令和７年度地域脱炭素・京都コンソーシアムにおける取組について（構成団体への意見照会）（P12～）

（２）今後の中小企業の脱炭素経営支援に向けた取組について

•京都府地球温暖化対策推進計画の改定について（P15～）

•今後の中小企業の脱炭素経営支援に向けた取組について（構成団体への意見照会）（P18～）

（３）その他

•府有林J-クレジット販売の御案内（P29～） ※詳細は資料４

28



• 京都府では府有林の整備を促進するため、Jクレジットの創出を開始。 ⇒詳細は資料４
• Jクレジット制度とは、温室効果ガスの排出削減量や吸収量を「クレジット」として、国が認証する制度。
• 認証されたクレジットを購入することで、温対法の報告やカーボン・オフセット・CSR活動などに活用することが可能ですので、
融資先企業等へ御案内のほどよろしくお願いいたします。

• 令和７年度クレジット販売申込期間：令和8年3月9日(月) から 令和8年3月23日(月)まで
URL：https://www.pref.kyoto.jp/rinmu/news/jcredit-hanbai.html

29府有林Ｊ－クレジット販売の御案内 29

●府有林Ｊ－クレジットの販売に関するお問い合わせ先

京都府農林水産部林業振興課 
森林政策・流通係 075-414-5016
林業活性化係 075-414-5006
Mail：ringyoshinko@pref.kyoto.lg.jp

※件名に「府有林クレジット」と記載してください

https://www.pref.kyoto.jp/rinmu/news/jcredit-hanbai.html
https://www.pref.kyoto.jp/rinmu/news/jcredit-hanbai.html
https://www.pref.kyoto.jp/rinmu/news/jcredit-hanbai.html
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